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（問）高校段階の留学の障害等について
教育委員会では，高校生からの海外留学についても積極的な取組を進めており，平成23年度には，留学支援制度を立ち上げ，平成25年度からは，留学に関心がある生徒の海外への送り出しをきめ細かく支援する留学相談員を配置している。

生徒の留学に関しては，年間1,000人程度まで規模を増やしていくという目標があるようだが，学生に対する意向調査の結果では1,800人近くの生徒が強い関心を持っており，生徒の将来の夢を実現するという意味でも，他県の追従を許さぬ日本一の留学教育県へ向け，なお一層取組を加速していく必要が求められていると考える。

教育委員会として，高校段階での留学の支障となる要因をどのように捉えているのか，また，今後，その解消に向け，どのような対策を講じようとしているのか，教育長の所見を伺う。
（答）
　　　県立高等学校の１・２年生を対象とした留学意向調査では，約４割の生徒が「留学に関心がある」と回答する一方で，留学を阻害する主な要因として，大学入試への影響や，留学費用の問題を挙げているところでございます。

このため，教育委員会では，県内の大学に高校時代の留学経験を評価する入試制度の創設を要請しているところであり，現在，８大学において，実施されることとなっております。

また，留学経費に対する貸付制度の創設や，安全・安心で低コストの短期留学プログラムの開発を行うこととしております。

こうした取組に加え，海外姉妹校との交換留学などを通して，留学者数の増加につなげていきたいと考えているところでございます。
今後とも，留学のニーズを的確に捉えながら，多くの生徒の留学希望が実現できるよう取組を進めて参ります。
